





Social Responsibilities of Governmental, Industrial and Civil Sectors 
to Support the Human Security of Foreigners in Japan


































































































































































































































































































（2） 『厚生白書』（昭和 61年度版）、第 1編　第 1章社会保障制度の再構築へ向けて　第 3節社







（3） 1958年（昭和 33年）から始まった内閣府の「国民生活に関する世論調査」の第 1回調査
結果によると、生活の程度に対する回答比率は、「上」が 0.2％、「中の上」が 3.4％、「中の中」
が 37.0％、「中の下」が 32.0％、「下」はわずかに 17.0％であり、自らの生活程度を『中流』
とした者、すなわち、「中の上」「中の中」「中の下」を合わせた回答比率は 7割を超えていた。
その後、同調査では 1960年代半ばまでに『中流』と答えた者の比率が 8割を越え、1970年（昭








































遠藤美奈「憲法に 25条がおかれたことの意味 ─ 生存権に関する今日的考察 ─『季刊　社会保
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